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１．主要な農政課題  



出展：政府の食料安定供給・農林水産業基盤強化本部（R5.6.2）の参考資料集から引用
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出展：農林水産分野における気候変動への適応に関する取組 令和5年9月 農林水産省 から引用
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政府目標
2021年  １兆円（達成）
2025年 2兆円
2050年 5兆円
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2024年1ー12月農林水産物・食品の輸出額（輸出・国際局）から抜粋
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2．農林水産関連の研究計画  

5

基本計画
本文は「４ 

食料、農業
及び農村に
関し総合的
かつ計画的
に講ずべき
施策」で位
置付けるこ

と

（令和７年４月）食料・農業・農村基本法に基づき５年毎に作成

※ 林業は、森林・林業基本計画（令和3年6月）、水産は、水産基本計画（令和4年3月）を参照。
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8

みどりの食料システム戦略環境と調和のとれた
食料システムの確立
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農林水産研究イノベーション戦略2025 令和7年6月策定 毎年作成

「水田｣｢畑作｣｢露地野菜・施設野菜(花き)｣｢果樹（平場・中山間）｣｢畜産(乳用牛・肉用牛)｣など６類型の将来像
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農林水産研究イノベーション戦略2025
（「研究開発を進める技術」の一部抜粋）

令和7 年 6 月 6 日
農林水産技術会議事務局

（１）スマート農業技術の開発・普及促進 

   ・ 農業者の初期投資コストを抑制するため、スマート農業技術活用促進法により進められるスマート農業技術に適した生産方式へ
     の転換とあわせ、機械・ロボットの汎用化を推進。この一環として、スマート農業技術を利用するサービス事業者の利便性等も考

慮し、様々な農作業に対応可能なアタッチメント等による農業機械の開発・ 実用化を推進。
   ・  労働時間を削減するスマート農業機械等の開発とともに、生産性や収益の向上に寄与する経営・栽培管理の意思決定の支援を行

うシステム等を開発・普及。
   ・  畦畔等にも対応した自律走行型除草機の改良や､コンバインと搬出･運搬トラック､乾燥調製施設の連動技術の開発等を推進。など

（２）革新的新品種の開発 

   ・  多収性やスマート農業適性、気候変動に対応した高温耐性・病害虫抵抗性等を有する品種の開発を推進。その際、スマート農業
技術開発の動向を踏まえつつ推進。

   ・  育種期間を半減するため、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（農研機構）等が蓄積してきたゲノム情報等の育
種ビッグデータを活用し、AI 等を用いて最適な交配親の組合せや子の将来形質を予測するとともに、ほ場での形質の自動計測技術
の利用により品種開発を効率化・迅速化する「スマート育種支援システム」を構築し、産官学の新品種の開発への利用を推進。

   ・  国内外の植物遺伝資源の継続的な収集、民間企業が利用可能な植物遺伝子資源に関する情報基盤の充実等を推進。など

（３） 環境負荷低減に資する技術の開発と普及 

  ① カーボンニュートラル等に資する研究開発 

   ・  農業機械等の電化・水素化を推進するとともに、バッテリー・燃料電池等の共通仕様化等による低コスト化を推進。
   ・  バイオ炭の農地施用による炭素貯留量の拡大のため、炭素貯留効果に加え、肥料成分の供給や生育促進等を助ける有用微生物の

機能を付与したバイオ炭やその利用技術の開発を推進。 
   ・  開発中のCO2吸収能を増強したDAC作物（水稲、トウモロコシ）の開発を推進。 など

  ② 化学農薬の使用量の低減に資する研究開発 

   ・  バイオスティミュラントや土壌くん蒸剤の効率的な施用技術等の開発を推進するとともに、土壌微生物の機能解明を進めること
で、農作物や土壌の特性を最大限に発揮する技術開発を推進。

   ・  化学農薬による防除に過度に依存しない総合防除（IPM）技術の開発を推進。また、害虫の捕食能力が高い天敵やこれを温存でき
る天敵温存植物、レーザー光、超音波や振動等による防除技術の開発を推進。 など

  ③ 化学肥料の使用量の低減に資する研究開発 

   ・  土壌中の窒素の硝化を抑制する小麦、牧草、トウモロコシ、ソルガム、雑穀等の生物的硝化抑制（BNI）強化作物の開発を推進。
   ・ 下水汚泥資源等の未利用資源からの肥料成分回収と堆肥化の技術の実証を推進。 など

３ 政策目標実現のために開発・実装すべき技術
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農林水産研究イノベーション戦略2025   (続き）
（「研究開発を進める技術」の一部抜粋）

令和7 年 6 月 6 日
農林水産技術会議事務局

（４）AI、IoT等の情報基盤の整備とデータの活用 

  ・   多様な地域や品目において最適な生育予測・収量予測ができるように、品目や環境に関するデータを追加学習させた農業特化型
のAIの開発を推進。

  ・   LLM をベースに農業関連情報を学習データとして用いた栽培、経営、販売等を支援する生成AIをWAGRI-API を通じて提供するこ
とで、これを利用したスタートアップ等 による生産管理アプリの開発等を推進。

（５） 新たな市場の獲得に向けた技術開発の推進 

  ・  精密加工技術（発酵・冷凍・殺菌等）の開発と民間企業への再現性の高い農研機構等のデータの提供や公的研究機関等が保有する
研究施設の供用を推進。

  ・  タンパク質供給の可能性を拡げる植物性タンパク質や微生物を活用した食品（水素細菌や麹菌が生成したタンパク質源等の食品）
の生産等のフードテックの研究開発を推進。

  ・  植物工場の自動化や費用対効果の向上等の研究開発を推進しつつ、収益性の高いタンパク質等の有用物質等を植物工場で生産でき
    る研究開発を推進。など

（６） 林野分野における研究戦略 

  ・  少花粉かつ成長・材質に優れ炭素貯蔵能力の高い造林樹種（エリートツリー等）のゲノム解析技術を用いた育種、直交集成板
(CLT）の更なる利活用技術や等方性大断面部材等の新たな木質材料の開発を推進。

  ・  林業機械の自動化・遠隔操作化、森林資源情報を活用した生産技術向上、ICTを活用した原木流通の効率化等デジタル技術を活用
した林業のスマート化を推進。など

（７） 水産分野における研究戦略 

  ・  養殖用人工種苗の生産技術の確立、ゲノム選抜育種等による効率的な育種改良、魚粉代替原料の開発、漁船の脱炭素化に資する技
    術等の開発とこれらを活用する取組を推進。
  ・  CO2 吸収源として期待されるブルーカーボンの効率的な藻場造成技術の開発を推進。 など

（８）国際研究の推進 

  ・  地理的・気候的条件の近いアジアモンスーン地域において、我が国が有する優れた農業技術の実証を進めるとともに、日ASEANみ
どり協力プランの枠組みも活用し、各国の普及機関と連携した間断灌漑技術（AWD）、BNI 強化作物、バイオマスの資源化技術等の
普及を推進。

  ・  また、アフリカや他のアジア地域等のグローバルサウス地域においても、BNI 強化作物や劣悪な環境に強いキヌア等のレジリエン
ト作物を開発し、普及を推進するとともに、アジアモンスーン地域での知識・経験を活かし、少量のリン肥料を混ぜた泥を苗の根に
付着させてから水稲を移植する簡易なリン浸漬処理技術や低品位リン鉱 石を活用した有機肥料製造技術等への展開を推進。
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農林水産物・食品の輸出額（輸出・国際局）2025年7月から抜粋

（Ｒ7．5．改定版）
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輸出重点品目の設定（３１品目）
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品目別輸出目標例
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３．公募型研究資金の提案書作成のポイント

・  一次は提案書の書面審査

「オープンイノベーション研究・実用化推進事業」の審査員は、専門分野の外部評議委員。
   ただし、「スタートアップ総合支援プログラム」では外部有識者、「R7スマート農業技術の開発・供給に

関する事業では1次・2次審査が一体的に実施されたためか、外部評議委員と行政委員

   ２次は面接審査（オンラインを含む） 

 「オープンイノベーション研究・実用化推進事業」の審査員は外部評議委員と農水省の行

政委員。なお、基礎ステージ・チャレンジタイプは外部評議委員のみ
 ただし、スタートアップ総合支援では外部有識者、スマート農業技術の開発・供給に関する事業では

外部評議委員と行政委員

・  文章は、専門用語を並べず、専門家でなくとも分かるような表現にすること

   平易な表現、短い文章、起承転結や論理展開が明快、無駄を省いた図表

・  構成に流れがあることが大事

 ① 必要性 ② シーズの新規性や優位性等 ③ これまでの成果 ③ 研究計画と実現可能性   

④ 達成目標と根拠 ⑤ 研究体制 ⑥ 社会実装へのロードマップ等 ⑦ 経済効果、農林水

産業・国民への貢献 等

１ 審査

２ 表現等

（参考）
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例、７年度オープンイノベーション研究・実用化推進事業（開発研究ステージ提案書様式）

様式２ 研究課題内容
１．研究目的

ポイント

・ きっかけとなった技術的課題やニーズを記載

農林水産業・食品産業分野において、今、現場（生産・実需者等）や社会・国民的に何

が課題となっているか、将来何が問題となるか

・ 限られた予算と期間で実施するものであり、例えば「世界的人口問題の直接的解決」な

ど過大な内容は避けること

（１）提案のきっかけとなった農林水産業･食品産業等における技術的課題
※ 科学的・技術的観点からの研究目的・背景について記載してください。その際、単に、
人口、食料、環境問題の解決への貢献といった抽象的な目標ではなく、農林水産省「食
料・農業・農村基本計画」や「農林水産研究イノベーション戦略」等も参照しつつ、農林
水産・食品分野において、①何が問題となっており、②どのような技術開発が必要とされ
ているのか、または、③どのような新しい産業技術シーズとなるのか等について、既存技
術・分野との対比を含めて具体的に記載してください。
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例、令和７年度オープンイノベーション研究・実用化推進事業（開発研究ステージ提案書様式）

様式２ 研究課題内容
１．研究目的

ポイント

・ 課題解決の要となる技術シーズについて記載する箇所

 従来技術や競合技術と比較しながら、科学的観点から、新規性・先導性・優位性等を示

 すこと

・ 過剰にならない範囲で、データ等でわかり易く示すこと

（２）科学的・技術的観点からの新規性・先導性・優位性
※ 現行の技術水準や関連分野の研究開発状況を踏まえて、研究内容の科学的意義に対する
新規性・独創性が分かるように記載してください。

    また、技術水準が高く類似する研究成果が他にも存在する場合、提案する研究課題の先 
導性・優位性が分かるように記載してください。
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例、令和７年度オープンイノベーション研究・実用化推進事業（開発研究ステージ提案書）

様式２ 研究課題内容
１．研究目的

ポイント

・ 社会実装して実現できる目標もあるが、ここでは研究期間内に達成する目標を示すこと

・ 目標は、可能な限り数値化し、具体的かつ分かりやすく示すこと

・ 目標のみを記載すること。（箇条書きも可）

・ 目標は達成度判断の指標であるため、最終目標と中間目標は項目が一致することが望
  ましい

（３）本研究における最終目標及び中間目標
ア.最終目標（令和○年度）
※ 本研究期間終了時（今回応募するステージの最終年度）に達成する技術・成果などの目
標を具体的かつ定量的に記載してください。本項目の記載が目標の達成度を判断する際の
指標になりますので、研究の背景や意義、方法などは記載せず、目標のみを具体的かつ定
量的に記載してください（箇条書きも可）。

イ.中間目標（令和○年度）
※ 本研究の最終目標に対する中間年の年度末時点での達成目標を具体的かつ定量的に記
載してください。本項目の記載が中間評価において達成度を判断する際の指標になります

ので、研究の背景や意義、方法などは記載せず、目標のみを具体的かつ定量的に記載して
ください（箇条書きも可）。中間年は、研究期間が３年又は４年の場合は２年目、研究期
間が５年間の場合は３年目となります。
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例、令和７年度オープンイノベーション研究・実用化推進事業（開発研究ステージ提案書様式）

様式２ 研究課題内容
１．研究目的

ポイント

・ 国の計画等にどのように位置付けられているか

「科学技術・イノベーション基本計画」「食料・農業・農村基本計画」「みどりの食料システ

  ム戦略」 「農林水産研究イノベーション戦略」 「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」等

・ 位置付け箇所を抜粋し、研究課題との関連をわかりやすく、具体的に示すこと

（４）行政施策への貢献について
※ 「科学技術・イノベーション基本計画」や農林水産省「食料・農業・農村基本計画」、 
「みどりの食料システム戦略」、「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」、「農林水産
研究イノベーション戦略」等に記載されている国の科学技術行政施策にどのように貢献す
るのか、また、重要性や将来性の観点から、その必要性について具体的に記載してくださ
い。
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例、令和７年度オープンイノベーション研究・実用化推進事業（開発研究ステージ提案書様式）

様式２ 研究課題内容
１．研究目的

ポイント

・ 開発ステージでは、成果をいつ、誰が、どこへ、どのように、どの規模で、社会実装する 

ことで、課題が解決できるのかを示すこと

・ 基礎ステージでは、成果（終了後の追加研究を含む）を次ステップの開発ステージに、さ

らには社会実装にどう繋げるのかを示すこと

・ 社会実装（普及）目標は、ロードマップや経済効果、販売・普及戦略の基礎となる重要な

指標。そのため、根拠もアバウトではなく、データや経験値等をもとに設定すること

（５）社会実装に向けたロードマップ
社会実装に向けて解
決すべき課題

社会実装に向けてボトルネックとなっている課題を簡潔に記載してください。

研究内容の適切性
前項の課題を解決するに当たり、本応募様式で提案する研究課題が他の手法と比較して最適で
あることを簡潔に説明してください。

社会実装（実用化）
される技術の内容

本研究により実用化される技術の性能・スペック等を具体的に記載してください。

開発研究ステージ
 【●●タイプ】
（令和○～○年度）

本研究を実施するに当たって基盤となる既往の研究成果を簡潔に記載してください。
まず、左記の【●●タイプ】に応募するタイプを記入してください。
次に、既往の研究成果に基づき、本ステージにおける研究内容と達成目標を簡潔に記載してく
ださい。社会実装（実用化）の観点からの必要性についても併せて記載してください。

社会実装・実用化
（令和○年度）

出口戦略（想定する実装先とその規模）：誰に対してどのような価値を提供するのか、誰から
どのようにお金を回収して利益を上げるのかなど、想定している出口戦略（ビジネスモデル）
を、簡潔に記載してください。
普及目標：普及目標面積○年に○○ha、販売目標額○年に○億円等、いつまでにどの程度の普
及を目標とするかを記載してください。

研究ステージごとの研究内容及び達成目標
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例、令和７年度オープンイノベーション研究・実用化推進事業（開発研究ステージ提案書様式）

様式２ 研究課題内容
１．研究目的

ポイント

・ 想定している社会実装先（実用化・製品化する企業等）がそのこと認識しているかは重要

・ 審査員にわかりやすいよう、可能な限り数値等を使って明確に示すこと

・ 根拠となる数値等は、現状と普及目標だけでなく、途中時点も推計することが好ましい

・ セールスポイントは、想定している成果を簡潔に示すこと 22



例令和７年度オープンイノベーション研究・実用化推進事業（開発研究ステージ提案書様式）

様式２ 研究課題内容
１．研究目的

ポイント

・ 実需者ニーズを研究計画へ反映させることが狙い

・ 具体的な行動計画を年度ごとに示すこと

（６）市場ニーズに対する販売・普及戦略
ウ 社会実装に向けた行動計画（研究期間全体）
① 実需者のニーズを把握・反映するために何をするか。
※ 実用化する研究成果について、どのようにして実需者のニーズを把握し、研究に反映し 

ていくかを具体的に記載してください。行動計画は、研究期間全体を通して年度ごとに記
載してください。

実施する年度 内容

令和○年度
※いつ誰に会う予定か。（１行で）
※※どのようにしてニーズを把握し、どのように研究に反映させていくのか。

令和○年度
（例）●●県のJA＊＊＊と打合せを行い、新品種の概要等を説明し、実需者が求める特
性に合致していることを確認する。

令和○年度
（例）●●県の生産者を対象に聞き取り調査を行うことにより、生産者が抱えている課
題や求めている品種の特徴等を把握し、本研究における課題認識とズレがある場合は、
ズレが解消されるように研究内容を修正する。
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例、令和７年度オープンイノベーション研究・実用化推進事業（開発研究ステージ提案書様式）

様式２ 研究課題内容
１．研究目的

ポイント

・ 社会実装して実現・想定される成果を可能な限り定量的（試算で可）に示すこと

今後の将来性や普及範囲、異分野等への波及効果、新産業の創出（可能性）、

想定される市場規模・経済効果

・ 算出根拠についても具体的に記載すること

（６）市場ニーズに対する販売・普及戦略
エ 本研究成果から期待される波及効果
※ 本研究で創出される研究成果について、これまでの技術導入経緯や実績等から想定され
る今後の将来性や普及範囲、異分野等への知的貢献を含めた波及効果、新産業が創出され
る可能性を記載してください。また、想定される市場規模・経済効果（研究成果を生産現
場等へ導入した場合の技術の代替効果、付加価値等のマクロ的な経済的効果も含む）を可
能な限り定量的（試算で可）に記載するとともに、その算出根拠についても具体的に記載
してください。
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例、令和７年度オープンイノベーション研究・実用化推進事業（開発研究ステージ提案書様式）

様式２ 研究課題内容
２．研究計画・方法

ポイント

・ 基礎ステージでは事業化・実用化への発展可能性、開発ステージでは実現可能性が最 

重要

・ 全体を中・小課題に細分化するとともに、中・小課題毎に毎年度の目標を設定し、どんな

方法で達成するか、また中・小課題が相互にどのように関わっているか示すこと

・ 実施期間内で余裕をもって研究が達成できるかチェックすること

（１）研究の概要

（２）中小課題ごとの研究計画（研究期間全体）
中課題１．○○○○・・・・・（中課題名を記載）
小課題（１）○○○○・・・・・（小課題名を記載）＜担当機関：○○○○＞
① 研究の進捗状態
② 当該課題の研究目的と最終目標（研究期間全体）
③ 当該課題の研究内容（研究期間全体）
※ 以下、中課題・小課題ごとに繰り返し記載してください。

（３）研究成果である開発技術の評価と改善の内容
※研究成果である開発技術の評価と改善の内容について、中課題ごとにユーザーの評価
と改善の方法について記載してください。
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例、令和７年度オープンイノベーション研究・実用化推進事業（開発研究ステージ提案書様式）

別記様式１－１ 研究課題概要図 Ａ４用紙１枚（縦・横いずれでも可）必須

ポイント

・ イラスト等で分かり易くかつ簡潔に。

重要 1枚だけで、課題全体がイメージでき、審査員の印象に残ることが大事

※１ 研究課題の全体像が体系的に分かるように、イラスト・写真・図表などを用いて、様式２
の「１．（３）本研究における最終目標及び中間目標」と「２．（１）研究の概要」を中心
に、研究の背景や波及効果、農林水産業・食品産業への貢献を加味した平易で簡潔な概要図
を作成してください。

※２ 必ずＡ４用紙１枚にまとめてください。必要に応じて用紙を横長に使用しても構いません。
具備すべき項目
〇研究の達成目標（解決すべき課題と研究期間終了時の明確な目標）
〇研究内容の概要
〇参画研究機関の役割と連携関係
〇本研究により想定される社会実装・実用化の内容及びその時期
〇実用化されることによる波及効果、国民生活等への貢献

課題名
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例、令和７年度オープンイノベーション研究・実用化推進事業（開発研究ステージ提案書様式）

別記様式１－２ 研究グループの構成 Ａ４用紙１枚（縦・横いずれでも可）必須

ポイント

・ イラスト等で分かり易く簡潔に

・ 研究課題の全体像が分かるよう、研究の背景、目標、概要を念頭にそれぞれの機関 
の役割分担と連携を示すこと

・ 研究勢力は過不足なく結集し、目標達成は見込めるか、スキル不足や重複はないか
が大事。 技術的蓄積は過去の実績、特許や論論文等で判断される

・ 研究統括者が自己のマネージメント能力では不足を感じる場合はサブを入れるなど補
完体制を組むこと

・ 研究協力機関を設ける場合は、その役割やコンソーシアムとの関わりをきちんと示すこと

※ 参画する研究機関が、どのような関係性をもって研究を実施するのか、図で分かりやす
く記載してください。
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例、令和７年度オープンイノベーション研究・実用化推進事業（開発研究ステージ提案書様式）

様式１ 研究基本情報 必須
２.各年度別経費内訳（１）研究グループ（コンソーシアム）全体分

ポイント

[設備・備品、人件費等]

・ 備品等は必要性をぎりぎりまで精査すること

一般備品は応募者で用意することが前提。

必要な場合でも可能な限りリースか、レンタルへ

・ 人件費で、単価が高いポスドクや年雇用職員を雇う場合は、必須な理由をきちんと示すこと

※１ 参画する全ての研究機関の経費の合計を記載してください。
※２ 研究管理運営事務を専門に行う研究管理運営機関の直接経費の15％以内

大項目 中項目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 計

直

接

経

費

1.物品費 設備備品費

消耗品費
2.旅 費 旅 費
3.人件費

・謝金

人件費
謝金

4.その他 外注費
その他（外注費以外

）
直接経費計
間接経費

（上記直接経費の30%以内）
委託費合計

（直接経費＋間接経費＋一般管理費）
自己資金

（マッチングファンド）
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※ 生物系特定産業技術研究支援センター、農林水産省 農林水産技術会議事務局 研究推進課 産学連携室作成
の公募説明会資料『「令和７年度「オープンイノベーション研究・実用化推進事業」について』から抜粋
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※ 生物系特定産業技術研究支援センター、農林水産省 農林水産技術会議事務局 研究推進課 産学連携室作成
の公募説明会資料『「令和７年度「オープンイノベーション研究・実用化推進事業」について』から抜粋
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※ 生物系特定産業技術研究支援センター、農林水産省 農林水産技術会議事務局 研究推進課 産学連携室作成
の公募説明会資料『「令和７年度「オープンイノベーション研究・実用化推進事業」について』から抜粋
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提案書（応募計画）をつくる意義

・客観的な評価が得られ、研究計画の弱点が

 よく分かります。

・早くから開始し何回か繰り返すと、良い計画

ができます。

最後に一言、
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